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自治体情報施 策 事 例 農山漁村振興関連施策5

施策の概要

施策事例５　農山漁村振興関連施策

1,123,162 千円

熊本県 産山村 経済建設課

0967-25-2213

http://www.ubuyama-v.jp/

平成 20 年度から

鹿児島県志布志農業公社の研修農場参考とした施策

関 係 施 策 分 類

事 業 期 間

ホ ー ム ペ ー ジ

電 話

担 当 課

標 準 財 政 規 模

人 口 1,702 人

1 	取り組みに至る背景
少子・高齢化の中、特に山村地域である本村は、人口減少が著しい。

人口減少は地域社会の活力の低下、集落機能の低下、地域固有の文化
の喪失、耕作放棄地増にによる自然災害発生危険度の増大など地域に
もたらす影響は計り知れないものがある。

2 	事業内容（目的・目標・方策）
新規就農者受入れ事業により、定住促進、農業振興を図り活力ある

村づくりを目指す。
その方策としては、農業で生計を立てたいと意欲ある希望者に「就

農研修施設」で約 1 年間農業研修（ほうれん草栽培）を実践していた
だき、その後村があっせんする農地や住宅に入居・定住していただく。
就農研修期間中の農地、施設、農業機械の利用、宿泊施設等の使用は
全て無料だが、必要資材（種子、肥料等）及び宿泊施設での水光熱費
等は実費負担となる。就農研修施設で栽培した作物を販売して生活費
等に充てる独立採算性方式での研修となる。

目標は、毎年 2 組の就農研修者が無事に研修を終え、村に就農（定住）し、村の農業振興、地域の活
性化に寄与していただくことである。

3 	施策の開始前に想定した事業効果
毎年 2 組の就農研修施設での卒業生が就農することにより、毎年 4

人以上の定住促進につながる。また就農者が地域で農業を営むことに
より、その地域の活力の向上や既存農家の刺激になり更なる農業振興
が期待できる。

4 	導入にあたり工夫・苦労した点、課題、対処法など
新規就農者受入れにあたり、受入れ推進協議会を立上げ、募集要項・

要件、栽培技術指導、地域活動への参加支援、就農後の営農指導・生
活面等のフォローを行い、就農希望者が失敗することなくスムーズに
就農できる体制を整備した。

ただ、募集要件の中にある程度の資金（500 万円以上）を用意でき

産山村新規就農者
受入れ事業
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予算関連データ

施策事例５　農山漁村振興関連施策

5

総　額
①～⑤の計

財源内訳（財源区分 : ①～⑤）
①国費 ②県費 ③起債 ④その他 ⑤一般財源

52,000 千円 52,000 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

①
～
④
の
名
称
・
所
管
等

名　称
①農山漁村活性化プロジェ
クト支援交付金②地域活性
化、生活対策臨時交付金

所　管
①農林水産省農村振興局整備部農
村整備官農山漁村地域活性化支援
室②内閣府地域活性化推進担当室

金　額 ① 26,000 千円
② 26,000 千円

補助率 　　① 1/2
　　② 10/10

産山村

る項目を設定しているが、この要件に該当する人が少なく現在この項目につき検討中である。

5 	現在の成果・実績、今後の展開など
現在第 1 期生を募集（H21.5.31 まで）し 3 組の応募があった。受入推進協議会の審査の結果、1 組（2

名）の研修施設の受入を決定した。審査に当たっては希望者の農業への取り組み意欲、夫婦揃って
の就農予定等を慎重に審査した。

今後は受入推進協議会が栽培技術指導、地域活動への参加支援、就農後の営農指導・生活面等の
フォローを行い、就農研修者がスムーズに就農し、地域に定着する予定である。このことが、これ
から就農しようとする人の模範となり多くの就農希望者が本村に就農定住することになると期待す
るところである。
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